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令和６年度宮崎市グローバルチャレンジ支援事業「個人海外留学支援」 

連携事業者募集に係る実施要領 

 

１．目的 

　　本市は、将来、国際社会に貢献できるグローバル人材の育成を図るため、海外留学に

チャレンジし、外国語によるコミュニケーション能力や国際感覚などを身に付けたいと

考えている子どもたちを支援することを目的とした「宮崎市グローバルチャレンジ支援

事業」に取り組んでおり、中学生の海外派遣と個人の海外留学支援を今年度から実施す

ることとしている。 

　　今回、個人留学支援について、取組を実施するに当たり、本市が安心で良質な留学プ

ログラムを提供することのできる事業者（以下、「連携事業者」という。）と連携し、本

市にある小・中学校（市立・国立・県立・私立すべて）に在籍している小・中学生（以

下、「小・中学生」という。）が、海外への個人留学（以下、「個人留学」という。）に安

心してチャレンジできる環境を整備することとしている。 

 

２．連携の概要 

（１）本市は、連携事業者とともに、小・中学生及びその保護者に、個人留学に関する

合同説明の機会（以下、「合同説明会」という。）を提供する。 

（２）連携事業者は、合同説明会において小・中学生及びその保護者に対し、個人留学

に関する説明及び情報提供を無償で行う。 

なお、合同説明会後における個別の相談においても情報提供は無償で行う。 

（３）連携事業者は、個人留学を行う小・中学生及びその保護者に対し、渡航前オリエ

ンテーションを必ず行う。 

（４）連携事業者は、本事業により個人留学を行う小・中学生について、当該児童生徒

の同意に基づき、氏名・留学先・留学期間等に関する情報をとりまとめ、当該年

度の３月２０日までに本市に情報提供を行う。 

（５）連携事業者は、本事業により個人留学している期間に災害やテロ等の事態が発生

した場合、小・中学生の安否について確認し、すみやかに本市に情報提供を行

う。 

 

３．スケジュール（予定） 

（１）公募開始　　　　　　　　令和６年１１月２９日（金） 

（２）参加申込書受付締切　　　令和６年１２月２３日（月）午後５時（必着） 

（３）審査結果通知　　　　　　令和７年　１月１７日（金）までに 

（４）合同説明会　　　　　　　令和７年　２月　８日（土）午前９時～１２時３０分 
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４．連携資格 

　　連携事業者は、次に掲げる（１）から（９）の要件を全て満たしていること。 

　（１）法人格を有していること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号に該当す

る者でないこと。 
（３）成年被後見人、被保佐人、契約の締結に関し同意権付与の審判を受けた被補助人、

営業を許可されていない未成年者及び破産者で復権を得ない者のいずれにも該当

しないこと。 
（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の

申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の

申立てをしている者でないこと。 
（５）宮崎市税及び国税について滞納が無いこと。 
（６）役員等が宮崎市暴力団排除条例（平成２３年条例第４７号）第２条第３号に規定す

る暴力団関係者でないこと。 
（７）１０年以上の留学手続き実績があること。 
（８）以下のいずれかに該当すること。 
　　　①　J-CROSS 留学サービス審査機構の認証がある。 
　　　②　JAOS 海外留学協議会の正会員である。 
　　　③　ICEF 国際教育機関の認証がある。 
　　　④　その他、上記に相当する認証等がある。（要相談） 
　　　⑤　高等教育機関との連携協定がある。（大学、高等専門学校） 
（９）合同説明会に対面にて参加し、必要に応じてオンラインでも対応できること。 
 
５．参加申込の手続き 

（１）事務局（問合せ先） 

　　　〒８８９－１６９６　宮崎市清武町西新町１番地１（清武総合支所４階） 

　　　宮崎市教育委員会　企画総務課　教育施策推進室（担当：兒玉、野﨑） 

　　　電話：０９８５－８５－１８５７ 

　　　FAX ：０９８５－４４－５４４５ 

　　　Mail：45soumu@city.miyazaki.miyazaki.jp 

 

（２）提出書類 

 番号 提出書類名 提出上の注意点

 ① 参加申込書兼誓約書（様式第１号）

 
② 法人概要（様式第２号） ※必要事項を含む任意様式の提出も可。
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（３）提出方法 

　　　　①～⑧の PDF ファイルをメールにより、５（１）の事務局あてに提出すること。 

（４）提出期限 

　　　　令和６年１２月２３日（月）午後５時 

 

６．合同説明会の実施 

　　○　日　　時　令和７年２月８日（土）９時～１２時３０分（予定） 

　　○　場　　所　宮崎市民プラザ　４階　大会議室 

（対面に加え、必要に応じてオンラインでも対応できること） 

　　○　実施時間　３０分（説明２０分、質疑１０分）を想定 

　　○　実施方法　小・中学生及び保護者が連携事業者のブースに集合し、説明を受ける。 

　　　　　　　　　最大３か所のブースを訪問できるよう時間を設定する。 

　　○　貸出物品　机・椅子・電源とする。それ以外の物品については、連携事業者にお

いて準備すること。 

　　○　そ の 他　合同説明会に係る費用については、すべて連携事業者の負担とする。 

　　　　　　　　　ただし、合同説明会の会場使用料は不要とする。 

 

 
③ 業務実績（様式第３号）

同上 
※４．（８）を証明できる写真等を添付

 ④ 業務執行体制（様式第４号） 海外留学の執行体制が確認できる書類

 
⑤ 履歴事項全部証明書（写し）

法務局で発行する履歴事項全部証明書（発行後３ヶ月

以内）

 

⑥
宮崎市税及び国税に滞納が無いこ

との証明（写し）

・宮崎市税 
※宮崎市内に本店又は支店等があり、課税がある場合 
※宮崎市内に本店又は支店等がなく税の課税がない

場合は、本・支店等の所在地について記載のある資料

を添付してください。 

・国税（法人税及び消費税（地方消費税含む）） 
※国税庁 HP 記載の「納税証明書（その３）未納の税

額がないことの証明」 
※いずれも発行後３ヶ月以内

 
⑦

暴力団排除に関する誓約書兼同意

書（様式第５号）

 
⑧ 危機管理対応実績（様式第６号）
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７．その他 

（１）次に掲げるいずれかに該当した場合には、連携を解消することとする。 

　　　　①　連携事業者に決定した後であっても、提出書類等に虚偽の記載があったと認

められた場合 

　　　　②　合同説明会等において、公平性を害する行為があったと市が認める場合 

（２）提出書類の取扱い 

　　　　①　提出された書類及びデータは、返却しない。 

　　　　②　提出された書類及びデータの訂正・差替えは認めない。ただし、本市から指

示があった場合は除く。 

　　　　③　提出された書類及びデータは、本事業における連携事業者選定以外の目的で

は使用しない。ただし、情報公開請求があった場合には、宮崎市情報公開条例

（平成１４年条例第３号）に基づき対応する。 

　　　　④　提出のあった書類及びデータは、選定作業において必要な範囲で複製する場

合がある。 

　（３）連携事業者は、本市が承認した場合を除き、業務上知り得た情報を第三者に漏ら

し、又は他の目的に使用してはならない。　　 

　（４）この実施要領に記載のない事項またはこの実施要領について疑義が生じた場合、

本市及び連携事業者が協議し決めることとする。


